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地方公共団体におけるメンタルヘルス対策に関する計画等の策定の推進について（通知） 

近年、地方公共団体のメンタルヘルス不調による休務者が増加傾向であることを踏まえ、総

務省では、一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会（以下「安衛協」という。）と連携し、

令和３年度から「総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会」を開催し、地方公共団体のメ

ンタルヘルス対策のあり方を検討しています。

令和３年度の当該研究会報告書を踏まえ、「地方公共団体におけるメンタルヘルス対策の取

組の推進等について（通知）」（令和４年３月29日付け総行安第11号）においては、メンタル

ヘルス不調の要因は様々であり、その対策は多岐にわたるため、組織のトップである知事・市

町村長のリーダーシップの下、人事担当部局のみならず各部局、職場内外の医師、保健スタッ

フ等が連携した全庁的な体制を確保し、メンタルヘルス不調の予防から再発防止までの各段階

に応じた対応を、継続的かつ計画的に講じること等について助言したところです。 

これらのことを踏まえ、令和４年度の研究会（以下「令和４年度研究会」という。）では、

各地方公共団体における全庁的・継続的なメンタルヘルス対策の推進のための支援策として、

予防段階別の多岐にわたるアプローチに応じたメンタルヘルス対策に関する計画等（基本方針

等を含む。）を自主的に策定できるよう、組織内外の関係者間のそれぞれの役割や連携を明示

した「メンタルヘルス対策に関する計画（例）～職場における心の健康づくり～」（以下「計

画（例）」という。）が取りまとめられたところです。 

当該計画（例）は、地方公共団体の規模に関わらず、計画等の自主的な策定が可能となるよ

う、基本的・普遍的な内容として、４つのケア※のうち「セルフケア」、「ラインケア」及び「職

場内産業保健スタッフ等によるケア」の３つのケアを中心にまとめた「本編」（別添１）と、

４つのケアのうち残りの、外部の医療機関又は実務的な支援を行う業者等を活用した「職場外
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資源によるケア」の取組内容等をまとめた「別冊」（別添２）に加え、計画の形式によらず各

取組を網羅的に整理した「簡易版計画（例）」（別添３）で構成されています。特に、「簡易

版計画（例）」は、小規模地方公共団体等が計画策定に着手しやすいよう作成されたものです。

なお、計画（例）の作成にあたっては、令和４年度研究会の地方公共団体委員が所属する当該

団体の計画等を中心に、令和４年度アンケート調査において収集した地方公共団体の実際の計

画等を参考としています。 

また、令和４年度研究会の報告書においては、計画（例）の他に、計画等に盛り込むと効果

的であると考えられる要素や、計画等の策定にあたって留意すべき点や参考となるような取組

例等も取りまとめられています。 

各地方公共団体におかれては、計画（例）や報告書を参考とし、メンタルヘルス対策に関す

る計画等の策定等を通じてメンタルヘルス対策を着実に実施していただくようお願いします。 

報告書（電子データ）は、総務省のホームページ（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jic

hi_gyousei/koumuin_seido/anzen_koumu_mhr4.html）に掲載しているほか、安衛協から各地方公共

団体の安全衛生担当課に報告書（冊子）を送付しています。 

各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村に対してもこの旨周知いただきますよう

お願いします。なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、

各市区町村に対しても、本件について情報提供を行っていることを申し添えます。 

なお、本通知は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第59条（技術的助言）及び地方自治

法（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

※ 「４つのケア」とは、メンタルヘルス対策において、職員個人が各々に取り組む「セルフケア」、管理監督者が取

り組む「ラインケア」、職場の産業医や保健スタッフ、人事労務部門等が取り組む「職場内産業保健スタッフ等によ

るケア」、職場外の専門医等による「職場外資源によるケア」のことを指し、これらをより実効的なものとするため

に、メンタルヘルス不調を未然に防止する「一次予防」、メンタルヘルス不調を早期に発見し適切に措置を行う「二

次予防」、メンタルヘルス不調者の円滑な職場復帰・再発防止等の支援を行う「三次予防」のそれぞれの段階におい

て、４つのケアの各主体に応じた取組を進め、相互に連携して取り組むことが求められる。 
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